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令和５年深川市議会

議　案　第　６　号

　　　令和５年度深川市下水道事業会計予算

　（総　則）

第１条　令和５年度深川市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） ９，８５２ 　戸

（２） 　２，０３８，０００ 　㎥

（３） ５，５６８ 　㎥

（４）

　　イ　配水管布設工事ア ３７，０００ 千円

　　ロ　配水管改修工事イ １５０，０００ 千円

　　イ　配水管布設工事ウ １５，０００ 千円

　　ロ　配水管改修工事エ ２０，９００ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 ７９９，９００ 千円

　　第１項 ３３９，９５５ 千円

　　第２項 ４５９，９３７ 千円

　　第３項 ８ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　水道事業費用　　　　　　　　　　　　　 　７２９，０００ 千円１，０６４，３００ 千円

　　第１項　営業費用 ９８３，９７３ 千円

　　第２項　営業外費用 ５７，８８７ 千円

　　第３項　特別損失 ２１，２２９ 千円

　　第４項　予備費 １，２１１ 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

　出額に対し不足する額６８，６００千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

　調整額３０，７５１千円、当年度分損益勘定留保資金３７，８４９千円で補てんするも

　のとする。）。

個別排水処理施設整備事業

接 続 戸 数

年 間 総 処 理 水 量

一日平均処理水量

主要な建設改良事業
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収　　　　　　入

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

支　　　　　　出

農集管路 施設更 新 事業

処 理 施 設 更 新 事 業

雨 水 管 建 設 改 良 事 業

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費



　第１款 ７４１，５００ 千円

　　第１項 ２０４，１００ 千円

　　第２項 ３５５，９５５ 千円

　　第３項 ４１，７５４ 千円

　　第４項 １９１ 千円

　　第５項 １３９，５００ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資本的支出 ８１０，１００ 千円

　　第１項 ３３８，２６９ 千円

　　第２項 ４７１，７７６ 千円

　　第３項 ５５ 千円

　（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び

　債務として整理する未収金及び未払金の額は、それぞれ１００，０００千円及び４３，

　５６２千円である。

　（債務負担行為）

 深川市水洗便所改造等資金融資条例（令和

令和５年度水洗便所改造等  ４年条例第２３号）により金融機関が水洗

資金融資による金融機関に  便所改造等のために融資した額に対して受

対する損失補償  けた損失を補償する限度額は次のとおりと

 する。

深川市公共下水道根幹的施

設の建設工事にかかる協定

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

期　　間事　　項 限 度 額

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

公 共 下 水 道 事 業

農業集落排水事業

個別排水処理事業
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（R5）

令和5～6年度 540,000千円

返 還 金

補 助 金

令和5～9年度

3,000千円

1,500千円

3,750千円

支　　　　　　出

資 本 的 支 出

固定資産売却代金

収　　　　　　入

資 本 的 収 入

企 業 債

出 資 金

負担金及び分担金



　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

政府資金については

（ただし、利率 その融資条件により

見直し方式で借 銀行その他の場合に

り入れる政府資 はその債権者と協定

金及び地方公共 する。ただし、企業

団体金融機構に 財政の都合により据

ついて、利率の 置期間及び償還年限

見直しを行った を短縮し、若しくは

後においては、 繰上償還又は低利に

当該見直し後の 借換えすることがで

利率） きる。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、３６０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

　る。

（１）各項の経費から消費税及び地方消費税の納付に要する経費

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

　ない。

（１） ５６，５６７ 千円

下 水 道 事 業

農業集落排水事業

個別排水処理事業

計

92,500 千円

22,000 千円

7,500 千円

18,900 千円

63,200 千円

204,100 千円

 下水道事業債

 無電柱化関連事業
 債

 農業集落排水施設
 整備事業債

 個別排水処理施設
 整備事業債

 資本費平準化債

一 般

4.0％以内

普通貸借

又　　は

証券発行

30,900 千円

25,100 千円

7,200 千円

83,300 千円

9,200 千円

11,000 千円

償還の方法起債の方法起債の目的

過 疎 債

一 般

過 疎 債
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職 員 給 与 費

限 度 額 利　　率

11,000 千円



　（他会計からの補助金）

　０１４千円である。

　　令和５年３月１日提出

北海道深川市長　田　中　昌　幸

第１０条　下水道事業補助のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０２，
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予算に関する説明書
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（単位　千円）

目

1

 雨水処理に係る経費負担金

 下水道使用料及びメーター使用料

8

3

2 他 会 計 補 助 金

その他特別利益

3

 不用品売却収益、図面交付手数料等

1
799,900

営 業 収 益

2 営 業 外 収 益

1

3

1

2

5

固定資産売却益

過 年 度 損 益
修 正 益

下 水 道 事 業
収 益

2

102,014

8,078
2 他 会 計 負 担 金

6

雑 収 益

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

2

356,909
長期前受金戻入

459,937

1 受 取 利 息
及 び 配 当 金

令 和 5 年 度 深 川 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 予 定 額 備 考

－6－

3

5

特 別 利 益

1,010

2

 預金利息

 一般会計補助金

使 用 料 収 益

339,955

331,877



（単位　千円）

目

1

9

10

11

2

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

 経営に関する使用料の調定徴収及び
 業務費用

－7－

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

雑 支 出

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

 企業債及び一時借入金利息

41,881

 職員に関する費用

2 営 業 外 費 用

11,949

57,257

685,501

6

6

57,887

総 係 費

職 員 費8

1

1

下 水 道 事 業
費 用 1,064,300

983,973

6

1

2

15,862

162

3

4

5

7

処 理 場 ・ 処 理
施設維持管理費

ポ ン プ 場
維 持 管 理 費

管 渠
維 持 管 理 費

水洗便所改造等
資 金 融 資
手 数 料 等

排 水 設 備 等
普 及 費 54

支 出

207,843

5,333

3
16,000

款 項 予 定 額 備 考

営 業 費 用

 固定資産減価償却費



（単位　千円）

1,211

過 年 度 損 益
修 正 損

そ の 他
特 別 損 失

1

予 備 費

4

－8－

予 備 費

1

3

2

固定資産売却損

減 損 損 失

特 別 損 失

3

3

21,229

431

款 項 目 予 定 額 備 考

4
1,211

5
20,792

 新会計基準移行に伴う期末勤勉手当
 等の前年度発生額



（単位　千円）

補 助 金

 汚水管改修事業(無電柱化事業)
 個別排水処理施設整備事業債等

4

3

2

1 資 本 的 収 入

1

款 項 予 定 額 備 考

負 担 金

分 担 金

固 定 資 産
売 却 代 金

1

741,500

204,100

204,100

355,955

355,955

41,754

目

企 業 債

出 資 金

1

139,500

139,500

1,066 千円

 受益者分担金 2,686 千円

2

1

1

企 業 債

出 資 金

負 担 金 及 び
分 担 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

国 庫 補 助 金

5

1

－9－

 元金償還に係る繰入金等

 受益者負担金

39,068

2,686

191

191

固 定 資 産
売 却 代 金



（単位　千円）

目

－10－

 企業債償還元金

55

55

471,776

471,776
2

3

1

企 業 債 償 還 金

返 還 金

1

支 出

備 考

 処理施設等建設工事

 汚水管改修事業(無電柱化事業)

 合併処理浄化槽設置

10

1

款 項 予 定 額

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費1

1

2

338,269

810,100

198,000

個 別 排 水 処 理
施 設 整 備 費

37,500

6,500

75,000

 量水器、ブロア購入

国 庫 補 助 金
返 還 金

機 械 及 び
装 置 設 備 費 369

企 業 債 償 還 金

 汚水管新設工事

 雨水管新設工事

20,900

施 設 等 建 設 費

雨 水 管 布 設 費

汚 水 管 布 設 費

汚 水 管 改 修 費

4

5

6



（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

固定資産売却損益（△は益）

減損損失

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

資産減耗費及びその他営業費用（△は増加）

その他流動資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小　　計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金による収入

国庫補助金の返還による支出

負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

（△は減少）

資金期末残高 107,779 
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△  471,776 

355,955 

124,379 

資 金 増 減 額 82,584 

資金期首残高 25,195 

41,754 

△  155,901 

360,000 

△  360,000 

240,200 

114,106 

△  377,652 

191 

179,861 

△  55 

3 

0 

155,989 

△  2 

△  41,881 

9,883 

△  356,909 

2 

41,881 

3 

54,507 

△  14,494 

12 

0 

令和5年度　深川市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から 令和6年3月31日まで）

△  264,400 

685,501 



１　総　　　括 ※ 前年度は企業会計移行前のため該当なし （単位　千円）

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

21 8 1,778 28,059 16,542 46,379 10,188

－ － － － － － －

21 8 1,778 28,059 16,542 46,379 10,188

本年度 954 492 48 36 1,695 996 11,267 674 380

前年度 － － － － － － － － －

比   較 954 492 48 36 1,695 996 11,267 674 380

（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

21 7 99 28,059 16,209 44,367 9,525

－ － － － － － －

21 7 99 28,059 16,209 44,367 9,525

本年度 954 492 48 36 1,695 996 10,934 674 380

前年度 － － － － － － － － －

比   較 954 492 48 36 1,695 996 10,934 674 380

　期末勤勉手当及び法定福利費については、賞与及び法定福利費引当金繰入額を含む。

（２）　会計年度任用職員 （単位　千円）

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

－ 1 1,679 0 333 2,012 663

－ － － － － － －

－ 1 1,679 0 333 2,012 663

本年度 － － － － － － 333 － －

前年度 － － － － － － － － －

比   較 － － － － － － 333 － －
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時 間 外
勤務手当

管理職
手 　当

期末勤勉
手　　　当

寒冷地
手 　当

児童手当

比 較 2,675

手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

本 年 度 2,675

前 年 度 －

区　　分
職 員 数   (人) 給　　　与　　　費 法 　定

福利費
合　　計

時 間 外
勤務手当

管理職
手 　当

期末勤勉
手　　　当

寒冷地
手 　当

児童手当手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

本 年 度 53,892

前 年 度 －

比 較 53,892

区　　分
職 員 数  (人) 給　　　与　　　費 法 　定

福利費
合　　計

時 間 外
勤務手当

管理職
手 　当

期末勤勉
手　　　当

寒冷地
手 　当

児童手当

前 年 度 －

比 較 56,567

手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

本 年 度 56,567

給 与 費 明 細 書

区　　分
職 員 数  (人) 給　　　与　　　費 法 　定

福利費
合　　計



２　給料及び手当の増減額の明細 　　　※ 前年度は企業会計移行前のため該当なし （単位　千円）

給 料 －  給与改定に －  給与改定の状況

 伴う増減分  給与改定率 －

 前年度

 給与改定実施時期

 給与改定率 － 

 本年度

 給与改定実施時期

 昇給に伴う －

 増加分  平均定期昇給率 － 

 定期昇給期 1月

 その他の －  職員数の異動状況

 増減分  異動に伴う増減差  本年度

－  前年度

 増   減

手 当 －  制度改正に －

 伴う増減分  給与改定等に伴う増減差  期末勤勉手当

－

 その他の －

 増減分  異動等による増減差  扶養手当

－  住居手当

 通勤手当

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末勤勉手当

 寒冷地手当

 児童手当

－千円

－千円

－千円
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－千円

－千円

－千円

－千円

－千円

－千円

－

－千円

7人　

－

（職員数 5人）

－ 

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考



３　給料及び手当の状況 ※ 前年度は企業会計移行前のため該当なし

（１）　職員１人当たり給与 （単位　円）

48歳 2か月

－

　 （２）　初　任　給 （単位　円）

（３）　級 別 職 員 数

（級別の基準となる職務）

２　　 級 ４　　 級 ６ 　　級 ７　 　級

- 14 -

課　　長 部　　長企 業 職
主事補、技師補

・
事務補、技術補

主　　事
・

技　　師
主　　任 係　　長 課長補佐

区 分 １　　 級 ３　　 級 ５　　 級

７ 　  級 － －

計 － －

６ 　  級 － －

現 在 ５ 　  級 － －

令和4年4月1日 ４   　級 － －

３  　 級 － －

２  　 級 － －

１　　 級 － －

計 6 100.0

７ 　  級 1 16.7

現 在 ５ 　  級 1 16.7

６ 　  級

令和5年4月1日 ４   　級 3 49.9

２  　 級

３  　 級 1 16.7

１　　 級

区 分
企　　　　　業　　　　　職

級 職 員 数  (人) 構 成 比  (％)

高 校 卒 154,600 154,600 

区 分 企 業 職
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職

大 学 卒 185,200 185,200 

平 均 年 齢

平 均 年 齢

平均給料月額 －

令 和 5 年 4 月 1 日 現 在 平均給与月額 439,015 

令 和 4 年 4 月 1 日 現 在 平均給与月額 －

区 分
企 業 職
（事務・技術職）

平均給料月額 352,983 



 （４）　昇   給

(人) (Ａ) 

(人) (Ｂ) 

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

(％)

（５）　特殊勤務手当

　給料総額

　特殊勤務手当

　支給対象職員数
 1人  ／  7人 

　外勤徴収手当

（６）　期末手当・勤勉手当

　（　　）内は再任用職員の支給率

（７）　その他の手当

備考　「（１）職員１人当たり給与」 「（３）級別職員数」 「（４）昇給」は、再任用職員を除く。
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住 居 手 当 同　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　じ

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ

2.200 4.400
有

(1.150) (1.150) (2.300)
一般会計の制度

2.200

－
－

（－） （－） （－）
前 年 度

－ －

4.400
有

(1.150) (1.150) (2.300)
本 年 度

2.200 2.200

職制上の段階、職務

6月(月分) 12月(月分) (月分) の級等による加算措置
区 分

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

平 均 支 給 月 額

代表的な特殊勤務手当の名称

36千円　 

支給対象職員１人当たり
(円) 3,000

(％) 14.29
( 令 和 5 年 4 月 1 日 現 在 )

給料総額に対する比率 (％) 0.13
28,059千円 　

支 給 対 象 職 員 の 比 率

区 分 企 業 職 備 考

(Ｂ)／(Ａ) 83.3 －比 率

5

－

号級数別内訳

昇給に係る職員数 5

区 分
企 業 職

本 年 度 前 年 度

職 員 数 6 －



（単位　千円）

令和5年度
～ － －

270,000 令和4年度 75,224 令和6年度 194,776 194,776
（Ｒ３）

令和5年度
～ － －

30,000 令和4年度 7,277 令和6年度 22,723 22,723
（Ｒ３）

令和5年度
－ ～ － －

5,346 令和4年度 令和9年度 5,346 5,346
（Ｒ４）

令和5年度
－ － ～ － －

540,000 令和6年度 540,000 540,000
（Ｒ５）

令和5年度
－ ～ － － － －

3,000 令和4年度 令和8年度

令和5年度
－ － ～ － － － －

3,000 令和9年度

令和5年度
－ ～ － － － －

1,500 令和4年度 令和8年度

令和5年度
－ － ～ － － － －

1,500 令和9年度

令和5年度
－ ～ － － － －

3,750 令和4年度 令和8年度

令和5年度
－ － ～ － － － －

3,750 令和9年度

－16－

事 項 限度額

左 の 財 源 内 訳

金 額

 下水処理業務委託

 農業集落排水処理
 業務委託

 下水道会計クラウド
 サービス利用契約

 深川市公共下水道
 根幹的施設の建設
 工事にかかる協定

 令和４年度水洗便所
 改造等資金融資によ
 る金融機関に対する
 損失補償（公共）

 令和５年度水洗便所
 改造等資金融資によ
 る金融機関に対する
 損失補償（公共）

 令和４年度水洗便所
 改造等資金融資によ
 る金融機関に対する
 損失補償（農集）

 令和５年度水洗便所
 改造等資金融資によ
 る金融機関に対する
 損失補償（農集）

 令和４年度水洗便所
 改造等資金融資によ
 る金融機関に対する
 損失補償（個排）

 令和５年度水洗便所
 改造等資金融資によ
 る金融機関に対する
 損失補償（個排）

自己資金
国 　庫
補助金

期 間 企業債期 間 金 額

前 年 度 末 ま で
の 支 払 義 務
発 生 ( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降
の 支 払 義 務
発 生 予 定 額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



（単位　千円）

１

（１） 14,912,238

△ 685,501

14,226,737

（２） 0

14,226,737

２

（１） 107,779

（２） 45,493

△ 5,436 40,057

（３） 0

（４） 0

147,836
14,374,573

３

（１） 3,391,595

（２） 0

（３） 0

3,391,595

４

（１） 0

（２） 443,458

（３） 0

（４） 29,068

（５） 0

（６） 4,447

（７） 0

476,973

５

（１） 7,850,520

（２） △ 356,909

7,493,611
11,362,179

６ 3,224,739

７

（１） 70,359

（２） △ 282,704

△ 212,345
3,012,394

14,374,573

令 和 5 年 度 深 川 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(令和6年3月31日)

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金
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資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計



（単位　千円）

１

（１） 14,553,099

0

14,553,099

（２） 0

14,553,099

２

（１） 25,195

（２） 100,000

0 100,000

（３） 0

（４） 0

125,195
14,678,294

３

（１） 3,594,853

（２） 0

（３） 0

3,594,853

４

（１） 0

（２） 471,776

（３） 0

（４） 43,562

（５） 0

（６） 0

（７） 0

515,338

５

（１） 7,628,960

（２） 0

7,628,960
11,739,151

６ 2,868,784

７

（１） 70,359

（２） 0

70,359
2,939,143

14,678,294

令和5年度 深川市下水道事業予定開始貸借対照表

(令和5年4月1日)

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金
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資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計



【 注　記 】 

１ 重要な会計方針に係る事項

固定資産の減価償却の方法等

有形固定資産（リース資産を除く）

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数（法適用：令和５年４月１日）

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

車両及び運搬具 ～ 年

工具器具及び備品 ～ 年

無形固定資産（リース資産を除く）

・ 減価償却の方法 定額法

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

中小規模の地方公営企業の特例により、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理による。

・ オペレーティング・リース取引に係るリース資産以外のもの

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

引当金の計上方法

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上し

ている。

賞与引当金

当該事業年度の末日に在職する職員に対して支給が見込まれる翌事業年度の期末・勤

勉手当の額のうち、当該事業年度の負担に属する支給対象期間（12月から３月までの

４か月）分を賞与引当金に計上している。

法定福利費引当金

当該事業年度の末日に在職する職員に対して支給が見込まれる翌事業年度の期末・勤

勉手当に係る法定福利費の額のうち、当該事業年度の負担に属する支給対象期間（12

月から３月までの４か月）分を法定福利費引当金に計上している。

退職給付引当金

下水道事業会計が北海道市町村職員退職手当組合に対して負担金を拠出して以降の追

加的負担金は、全額一般会計において措置するため退職給付引当金は計上していない。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

ア

（1）

24 65

1 65

2 38

4 ６

2 15

イ

ウ

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

エ

（3）
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（2）

ア

イ

ウ



２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項 

重要な非資金取引

現物出資の受け入れによる資産の取得 該当事項なし

ファイナンス・リース取引による資産の取得 該当事項なし

ＰＦＩ契約等による資産の取得 該当事項なし

受贈による財産の取得 該当事項なし

３ 予定貸借対照表に関する事項 

企業債の償還に係る他会計の負担

該当事項なし（基準内繰入金　資本金〔出資金〕のみ）

４ セグメント情報の開示に関する事項 

報告セグメントの概要

下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業及び個別排水処理事業を運営して

おり、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水道事業」及び「農業集落排水

事業」の雨水及び汚水並びに「個別排水処理事業」の５つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

 １条から９条の一部、緑町の一部、西町、文光町、錦町、錦町西、

 錦町北の一部、太子町、新光町１丁目、新光町２丁目の一部、新光町

 ３丁目の一部、北光町１丁目、北光町２丁目の一部、北光町３丁目の

 一部、稲穂町１丁目、稲穂町２丁目の一部、あけぼの町の一部、開西

 町１丁目の一部、開西町２丁目、開西町３丁目の一部、深川町字メム

 の一部、一已町字一已の一部、広里町１丁目、広里町２丁目、広里町

 ３丁目、広里町４丁目、広里町５丁目、音江町１丁目の一部、音江町

 ２丁目の一部、音江町字広里の一部、音江町字音江の一部及び音江町

 字豊泉の一部に係る雨水及び汚水処理

 深川市納内町北の一部、納内町２丁目の一部、納内町３丁目の一部、

 納内町グリーンタウン及び多度志の一部に係る雨水及び汚水処理

 上記を除く市内一円の汚水処理（合併処理浄化槽の設置）

報告セグメントごとの財務状況

別紙（次ページ）のとおり

５ 減損損失に関する事項

該当事項なし

６ リース取引に関する事項 

該当事項なし

７ その他

該当事項なし

ウ

（1）

ア

イ

エ

（1）

区　分
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（1）

事　　業　　内　　容

個別排水処理事業

農業集落排水事業

（2）

公 共 下 水 道



別紙

報告セグメントごとの財務状況

報告セグメントごとの営業収益等

当年度 (令和５年４月１日～令和６年３月３１日） （単位　千円）

款 雨　水 汚　水 雨　水 汚　水

1. 事業収益 ⅰ 14,450 636,134 26 93,390 55,900 799,900 

1. 営業収益 A 8,078 284,002 0 23,180 24,695 339,955 

2. 営業外収益 B 6,372 352,129 26 70,207 31,203 459,937 

3. 特別利益 0 3 0 3 2 8 

1. 事業費用 ⅱ 119,620 736,280 1,745 122,155 84,500 1,064,300 

1. 営業費用 C 113,180 681,408 1,719 112,534 75,132 983,973 

2. 営業外費用 D 6,440 38,360 26 5,795 7,266 57,887 

3. 特別損失 0 16,091 0 3,075 2,063 21,229 

4. 予備費 0 421 0 751 39 1,211 

  営業損益 （A-C） Ⅰ △105,102 △397,406 △1,719 △89,354 △50,437 △644,018 

  営業外損益 （B-D） Ⅱ △68 313,769 0 64,412 23,937 402,050 

  経常損益 （Ⅰ+Ⅱ） △105,170 △83,637 △1,719 △24,942 △26,500 △241,968 

  事業損益 （ⅰ－ⅱ） △105,170 △100,146 △1,719 △28,765 △28,600 △264,400 

（2）

収
益
的
収
支

計
個別排水
処理事業

公共下水道事業 農業集落排水事業科　　　　目

項

－21－



－22－



令和5年度　深川市下水道事業会計予算説明書





（単位　千円）

 款

 項

 目

1

雨水処理費

分流式下水道等経費

水質規制

不明水処理費

低所得世帯負担軽減措置

その他補助金

3

6

1

2

5

83 特 別 利 益

固 定 資 産
売 却 益

- 23 -

5 雑 収 益

長 期 前 受 金
戻 入

長期前受金戻入 356,909

そ の 他 雑 収 益 897

延 滞 金 11

不用品売却収益 1021,010

2 他会計補助金 102,014 一般会計補助金 102,014

2 営 業 外 収 益 459,937

受取利息及び
配 当 金

2 預 金 利 息 2

令和5年度 深川市下水道事業会計予算実施計画説明書

収 益 的 収 入

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額

1 使 用 料 収 益 331,877 使 用 料 331,865

2 他会計負担金 8,078

1 下 水 道 事 業 収 益 799,900

1 営 業 収 益 339,955

雨水処理負担金 8,078 雨水処理に係る経費負担金

メ ー タ ー 使 用 料 12

67,202千円 

6,398千円 

18,355千円 

892千円 

6,512千円 

2,655千円 

356,909

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

消費税及び地方消
費 税 還 付 金

2 消費税及び地方消費税還付金2

固定資産売却益 3

過 年 度 損 益
修 正 益

過 年 度 損 益
修 正 益

3 過年度過払金戻入

3

3

2
そ の 他
特 別 利 益

2 その他特別利益



（単位　千円）

 款

 項

 目

1

2

1 下 水 道 事 業 費 用 1,064,300

1 営 業 費 用 983,973

収 益 的 支 出

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額

手 数 料 19,323 検査・点検等

光 熱 水 費

備 消 品 費 2,097

燃 料 費 86 車両燃料

水道料

処理場・処理施
設 維 持 管 理費

207,843 旅 費 545

通 信 運 搬 費 288 電話料

委 託 料 129,367
下水処理業務、自家用電気工作物保安管
理業務等

300

保 険 料 203 火災保険、下水道賠償責任保険

公 課 費 38 車両重量税等

材 料 費 211 補修用材料

動 力 費 41,982 電気料

負 担 金 132 会議負担金

修 繕 費 13,271

機器・施設等修繕修 繕 費 1,200

ポ ン プ 場
維 持 管 理 費

5,333 備 消 品 費 50

光 熱 水 費 20 水道料

通 信 運 搬 費 65 電話料

委 託 料 537 下水処理業務

手 数 料 50 検査・点検等

動 力 費 3,374 電気料

材 料 費 30 補修用材料

保 険 料 7 火災保険、下水道賠償責任保険

- 24 -



（単位　千円）

 款

 項

 目

3

4

5

手 数 料 159 水洗化等融資取扱手数料

手 数 料 1 啓発・啓蒙に係る手数料

備 消 品 費 3

修 繕 費 50

補 償 金 3 水洗化等資金融資損失補償

- 25 -

保 険 料 81 下水道賠償責任保険

旅 費 7

修 繕 費 7,100

賃 借 料 448 用地借上料等

動 力 費 2,741

管 渠
維 持 管 理 費

15,862

手 数 料 110 検査・点検等

備 消 品 費 40

通 信 運 搬 費 604 電話料

委 託 料 4,280 下水処理業務、清掃業務等

電気料

材 料 費 450 補修用材料

補 償 金 1 事故賠償金

162

排 水 設 備 等
普 及 費

54

量水器取替修繕等

水洗便所改造
等 資 金 融 資
手 数 料 等

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額



（単位　千円）

 款

 項

 目

上下水道経営審議会委員等

会計年度任用職員

- 26 -

退 職 手 当 組 合
負 担 金

3,441

福祉協会負担金 23

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

782
引当金 ： 当年度（賞与12月～3月）相当分
次年度に係る法定福利費見込額

手 当 12,544 職員諸手当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

3,665
引当金 ： 当年度（12月～3月）相当分
次年度に係る賞与支給見込額

8 職 員 費 57,257 給 料 28,059 職員 7名

法 定 福 利 費 8,743 共済組合負担金等

負 担 金 379 各種会議等負担金

保 険 料 663 会計年度任用職員保険料

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

5,436
引当金 ：
次年度に係る未収金回収不能見込額

修 繕 費 41 事務機器修繕

食 糧 費 5 会議等賄費

手 数 料 1,191 口座振替手数料等

賃 借 料 79 給与計算電算機借上料等

通 信 運 搬 費 850 郵便・電話料

燃 料 費 120 庁舎燃料

印 刷 製 本 費 273 予算書・決算書・納付書等印刷

報 償 費 2 上下水道経営審議会記念品

備 消 品 費 603 参考図書、事務用品等

会計年度任用職員期末手当

報 酬 1,805

旅 費 169 職員普通旅費、 費用弁償

126千円 

1,679千円 

7 総 係 費 11,949 手 当 333

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額



（単位　千円）

 款

 項

 目

11

1  企業債利息償還

 一時借入金利息

3

1

4

5

- 27 -

1 予 備 費 予 備 費 1,2111,211

4 予 備 費

20,792

過 年 度 損 益
修 正 損

過 年 度 損 益
修 正 損

400

貸 倒 損 失 31

そ の 他
特 別 損 失

431

1,211

2 減 損 損 失 3 減 損 損 失 3

3 特 別 損 失 21,229

固 定 資 産
売 却 損

3

そ の 他 雑 支 出 3

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16,000 公 課 費 16,000

2 雑 支 出 6 不用品売却原価 3

固定資産売却損 3

支 払 利 息
41,881 企 業 債 利 息 41,497 企業債利息償還

及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

借 入 金 利 息 384 一時借入金利息償還

た な 卸
資 産 減 耗 費

3

2 営 業 外 費 用 57,887

10 資 産 減 耗 費 6 固定資産除却費 3

9 減 価 償 却 費 685,501
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

685,501

そ の 他
営 業 費 用

6 材 料 売 却 原 価 3

雑 支 出

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額

3

下水道使用料の過年度還付等

その他特別損失 20,792

貸倒引当金取崩し時の消費税及び地方
消費税分

法適用以前に係る貸倒、賞与及び法定
福利費の引当金繰入額



（単位　千円）

 款

 項

 目

3

4

1

固 定 資 産
売 却 代 金

負 担 金 及 び
分 担 金

1 負 担 金 工 事 負 担 金 38,000

受 益 者 負 担 金 1,066

41,754

39,068

2 分 担 金 2,686 受 益 者 分 担 金

1 資 本 的 収 入 741,500

1 企 業 債 204,100

資 本 的 収 入

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額

2 出 資 金 355,955

1 出 資 金 355,955 出 資 金 355,955

排 水 設 備
整 備 事 業 債

7,500 管路施設更新工事

排 水 管
改 修 事 業 債

22,000 下水道管移設工事（無電柱化事業）

排 水 設 備
改 修 事 業 債

67,500 処理施設更新工事

資本費平準化債 63,200

排 水 管
整 備 事 業 債

25,000

元金償還に係る繰入金等

個 別 排 水 処 理
施設整備事業債

18,900 合併処理浄化槽設置

191

191

下 水 道 接 続
負 担 金

2

2,686

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

191

5 補 助 金 139,500

国 庫 補 助 金 139,500 国 庫 補 助 金 139,5001
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1 企 業 債 204,100



（単位　千円）

 款

 項

 目

2

6

10

1

2 企 業 債 償 還 金

1 企業債償還金

国 庫 補 助 金
返 還 金

55
国 庫 補 助 金
返 還 金

55

3 返 還 金 55

企 業 債 償 還 金 471,776 企業債元金償還471,776

雨水管布設費 37,500 委 託 料 500

1 施設等建設費 198,000 委 託 料 198,000

1 資 本 的 支 出 810,100

1 建 設 改 良 費 338,269

予 定 額

節

説 明
区 分 金 額

資 本 的 支 出

6,500 委 託 料 500

材 料 費 500 汚水桝取付管等支給材

5 汚水管改修費 75,000 工 事 請 負 費 75,000 下水道管移設工事（無電柱化事業）

工 事 請 負 費 5,500

4 汚水管布設費

20,900 15基

機 械 及 び
装 置 設 備 費

量 水 器 購 入 費
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471,776

工 事 請 負 費 37,000

機 械 購 入 費 50 水質試験機器類

319 量水器購入369

個別排水処理
施 設 整 備 費

20,900 工 事 請 負 費 合併処理浄化槽設置



（単位　千円）

現年分 145,400    
繰越分 36,100    

企 業 債 調 書

区　　 分
現在高見込額

令 和 5 年 度 中 増 減 見 込 み
令和5年度末

起債見込額 元金償還見込額
現 在 高 現在高見込額
令和3年度末 令和4年度末

下 水 道 事 業 3,578,160    3,302,109    381,535    3,102,074    

181,500    

387,470    
施 設 整 備 事 業 債

個 別 排 水 処 理
372,287    353,602    26,100    34,193    345,509    

施 設 整 備 事 業 債

56,048    
農 業 集 落 排 水

441,203    410,918    32,600    

－30－

合　　 計 4,391,650  4,066,629  240,200  471,776  3,835,053  


